
にぎわいスポーツ文化局が所管する外郭団体の協約マネジメントサイクルに基づく 

評価結果等について 

本市では、各外郭団体が一定期間における主要な経営目標を本市との「協約」として掲げ、経営の向上を促進する「協約マネジメントサイクル」の取組を

進めています。 

各団体において取組を進めている「協約」については、目標に対する進捗状況の確認及び経営を取り巻く環境の変化への対応について毎年度振り返りを実

施するとともに、横浜市外郭団体等経営向上委員会（以下「委員会」といいます。）による評価を実施し、マネジメントサイクルの効果の向上及び団体経営の

健全化を図っています。 

つきましては、にぎわいスポーツ文化局が所管する外郭団体について、令和６年度の取組実績を踏まえ、協約の進捗状況の確認及び振り返りを実施しまし

たので御報告いたします。 

また、株式会社横浜国際平和会議場については、協約期間が令和６年度までとなっていますので、委員会での議論を踏まえ、７年度からの「協約等(案)」

を作成しましたので、あわせて御報告いたします。 

令 和 ７ 年 1 2 月 1 2 日 

市民・にぎわいスポーツ文化・消防委員会 

にぎわいスポーツ文化局 
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１ 公益財団法人三溪園保勝会（協約期間：令和５年度～７年度） 

（1）協約の取組状況等

ア 公益的使命の達成に向けた取組

有料来園者数・外国人来園者数の増及び来園者不満の解消 

公益的使命の達成に向けた 

協約期間の主要目標 

令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

① 有料来園者数

令和６年度 295,000 人
249,858 人 246,122 人 やや遅れ 

月別、イベント別に有料来園者数の実績評

価を実施した結果、３年ぶりに復活させた観

月会は、夜間の来園者の確保につながってい

ることがわかった。 

桜、蓮、紅葉等をテーマとする主要イベン

トでは、メディアに対する積極的な情報発信

や、ＳＮＳを活用した開花状況の継続的な発

信の結果、主要キー局によるテレビ放映につ

ながり、１日のＨＰ閲覧数が過去最高の

28,364ＰＶに達し、認知度向上に貢献した。

電子チケット会社等との新たな連携を開拓

した結果、新たに２社と連携し、計５社の販

売ルートを確保した。 

令和 15 年度まで継続する重要文化財建造

物の大規模修繕期間中は、庭園としての景観

美の保持が課題となるため、修繕工事期間中

だからこそ楽しめる企画を実施する。 

令和５年 10 月に実施した入園料金等改定

の影響を最小化するため、年間パスポートの

コストパフォーマンスの良さを周知してい

く。

② 外国人来園者数

令和６年度 40,000 人
40,903 人 43,652 人 順調 

インバウンド向けのＦＡＭツアーや海外イ

ンフルエンサーを積極的に受け入れたこと

で、年間を通じて多くのインバウンドの方に

来園いただくとともに、特にクルーズ客船が

寄港した際には乗客による団体来園が増加し

た。

来日外国人への認知度向上が課題となるこ

とから、観光協会、市内外資系ホテルと連携

し、認知度アップを図る。 

記念館展示物解説の多言語化に向けて、補

足説明資料を配架する。 

③ 来園者満足度調査

５段階評価のうち、下位２段階

（「不満」、「大変不満」）の回答数

が全体回答数の 2.0％以下 

1.6％

（29/1,788） 

1.8％

（9/497） 
順調 

来園者からの花の問い合わせへの対応とし

て、月替わりの園内動植物の案内マップを配

架したことで、延べ 27,000 人に動植物の情報

を提供することができた。 

来園者満足度調査の結果より課題であっ

た、「トイレ」と「呈茶サービス」について、

改善に向けた取組を行った。記念館のトイレ

は、和式便器の洋式化、ベビーベッドの設置、

便座の交換等の改修により、快適なトイレと

することができた。呈茶サービスは、観梅会

の時期に合わせ、民間事業者と連携して、ト

ライアルで再開した結果、新たな客層の開拓

につながるとともに、利用者からも好評だっ

た。

集客施設としてのサービス機能を向上する

ため、ミュージアムショップを整備するほか、

解説ツールを充実させるため、テーマ別ガイ

ドブックを作成する。 

呈茶サービスの再開に向けて、茶文化を理

解する民間事業者と更なる連携を図る。 
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  イ 財務に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

事業収益 

令和６年度 384,000 千円 
298,621 千円 317,827 千円 やや遅れ 

鶴翔閣を利用した結婚式・披露宴の利用向

上を目指し、４月から専属契約を結び営業力

を強化した結果、安定的な収入の確保に結び

付いた。 

庭園利用（前撮り）予約の利便性を向上さ

せるため、令和７年３月よりオンラインによ

る予約システムを導入した。導入から日が浅

く、効果は限定的だったが、電話による問い

合わせが激減したことにより、業務の効率化

につながるなど、様々な効果が得られた。 

市と協力してクラウドファンディング型

ふるさと納税の働きかけを行うとともに、三

溪園保勝会独自の寄附についても資金の必

要性を訴え、積極的に寄附を募った。その結

果、クラウドファンディング型ふるさと納税

については、目標額 400 万円を上回る約 450

万円が集まり、三溪園保勝会独自の寄附につ

いては約 280 万円（前年度比 257％）が集ま

った。 

古建築及び庭園の利用促進に向けて、三溪園

の認知度向上や魅力の訴求に向けた、ターゲッ

トに刺さる効果的な広報を展開する。 

季節に左右されない園としての魅力をつく

るため、三溪園の魅力や本質的な価値をより深

く理解し、体験することのできるイベントを実

施する。 

三溪園を応援したくなる仕組みをつくるた

め、コミュニケーションの取れる会員組織を創

設する。 
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ウ 人事・組織に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

① 専門技術の知識・スキルの向上

のための外部研修参加  

２回／年 

15 回 ８回 順調 

美術品や公益法人の会計に係る研修に、計

８回参加したことで、専門技術・知識習得に

つながったほか、研修資料の共有により、職

員全体の底上げにつながった。 

知識習得に向けた意欲向上を底上げするた

め、職員が、主体性をもって研修目標を設定

する。 

② 職員・ボランティア研修の開催 

・ボランティア研修 ２回／年 

・職員（経営）研修 １回／年 

ボランティア

研修：２回 

職員（経営）

研修：日常の

職員ミーティ

ングにおいて

複数回に分け

て実施 

ボランティア

研修：２回 

職員（経営）

研修：１回 

順調 

ボランティア研修を計２回開催したこと
で、知識習得や活動課題を共有できた。 
他外郭団体と連携した人材育成研修に職

員が参加したことで、リーダーシップや組織

における役割について学ぶとともに、他団体

職員との交流により、職員の視野が広がっ

た。 

ボランティア研修においては、研修実施サ
イドのマンパワー不足が課題となることか
ら、外部の専門家を活用して研修を実施する。 
職員（経営）研修については、研修テーマ

を適切に設定するなど、職場のニーズに対応

した研修を実施する。 

③ 業務の棚卸し・効率化 
体制見直しの

ための検討 

・企画広報課

新設 

・鶴翔閣の貸

館利用の専属

契約 

・庭園利用の

オンライン予

約システムの

導入 

順調 

企画広報課を新設し、渉外担当として、対

外的窓口を一本化したことで、対外的にはト

ータルにコーディネートでき、また、対内的

にも横断的な取組ができる体制となった。 

鶴翔閣の貸館利用について、予約問い合わ

せの効率化を図るため専属契約を締結した

ことで、予約問い合わせ対応が減少した。 

庭園利用（前撮り）予約の利便性を向上さ

せるため、令和７年３月よりオンラインによ

る予約システムを導入したことで、電話によ

る問い合わせが激減し、業務の効率化につな

がった。 

更なる業務効率化に向けた多面的な思考が

できる人材を育成するため、人事交流や多様

な人材を採用する。 

 
（2）令和６年度・５年度決算状況※ 

単位：千円 

令和６年度 令和５年度 増減 

279 ▲20,730 21,009 

※令和７年「法人の経営状況を説明する書類」から当期一般正味財産増減額を抜粋 

 

 

 

 

4



（3）所管局・団体による振り返り

 令和６年度の有料来園者数は、猛暑の時期が早まったこともあり、昨年度と比して伸び悩んだが、外国人来園者数は約１割増となった。呈茶サービスはしばらく休止していたが、民

間事業者との連携により、不定期ながら再開に至り、来園者の憩いの場、また、茶文化の理解促進につながった。 

事業収入は、令和５年 10 月に実施した料金改定の効果が通年で得られたことにより、増収につながった。クラウドファンディング型ふるさと納税が、目標額を上回ったことに

加え、そのＰＲ効果により、財団への寄附も昨年度比 2.5 倍になった。 

今後は、より一層の情報発信により認知度向上を図るとともに、昨今のコスト高が不可避の中でも、業務の効率化により支出の抑制に努める。さらに、酷暑の長期化する傾向を

踏まえた集客策の検討などを進めていく。 
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２ 公益財団法人横浜市観光協会（協約期間：令和４年度～７年度） 

（1）協約の取組状況等 

ア 公益的使命の達成に向けた取組 

「横浜市中期計画（2022～2025）」における政策指標（観光消費額 4,026 億円）の達成 

公益的使命の達成に向けた協約期間

の主要目標 

令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

観光消費額 

令和６年度 3,779 億円 
3,667 億円 4,564 億円 順調 

戦略的な観光ＭＩＣＥの推進及び事業者

による事業創出のため、マーケティングデ

ータの収集・分析結果の共有に取り組み、

「横浜観光データダッシュボード」を開設、

事業者向けワークショップ（４回）、ミーテ

ィング（２回）を開催した。 

コンサートの興行イベント等と連携した

回遊・消費・宿泊促進策により、19 件の連

携イベントを実施することができた。 

「記念日に訪れたい街・横浜」の新たな

イメージの訴求を目指し、アニバーサリー

に関連した宿泊、飲食、体験商品を企画し

たことで、「宿泊＋体験予約人数」の目標を

約 500％達成した。 

アジア市場及び米国市場に対し、ＯＴＡ

を活用したプロモーションや商品造成、情

報発信を通じて、横浜への来訪促進を図っ

た結果、アジア向けＯＴＡでは販売額 

3,013 万円、米国向けＯＴＡでは販売額 約

２億 1,837 万円を達成した。 

大型ＭＩＣＥにおける回遊性等の実態を

把握する調査で今後の施策に向けた基礎デ

ータを収集したほか、国際会議開催情報、

国内外キーパーソン情報を更新したこと

で、誘致活動の強化につながった。 

消費単価を高めるための横浜の新たな観光

ブランディングを確立するため、横浜の強み

や資源を活かした観光ＭＩＣＥ都市としての

認知度向上及び来訪促進を目的にしたブラン

ディングによる観光まちづくり推進に取り組

む。 

大規模イベント開催時の更なる宿泊(連泊)

及び回遊促進による消費拡大に向けて、人流

分析等のデータに基づく宿泊・回遊促進を促

す企画立案を行うとともに、地域連携の強化

を図る。 

GREEN×EXPO 2027開催を契機とした観光促

進に向けて、機運づくりにつながる取組を実

施していく。 

 

イ 財務に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

国費を活用した事業の実施 

令和６年度 ３件 
採択 10 件 採択 10 件 順調 

観光庁の助成金・支援制度へ 16 件申請（財

団主体１件、連携事業者として 15 件申請）

した結果、10 件の採択（財団主体１件、連携

事業者として９件採択）を達成することがで

きた。 

国の助成金・支援制度の獲得に向けて、更

なる職員の知識習得や人材強化が求められる

ことから、各種申請に係るノウハウの共有、

企画力の向上を図るための研修を実施する。 
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ウ 人事・組織に関する取組

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

専門知識習得に向けた職員研修や 

外部機関との交流の実施：正規職員

全員受講 

令和６年度 正規職員の 60％ 

職員の 50％

が専門知識 

習得の研修を

受講 

職員の 100％

が専門知識 

習得の研修を

受講 

順調 

オンライン学習サービス（Schoo）を全職員

向けに導入し、職員のＤＸスキルを可視化し

たほか、マーケティング基礎、情報セキュリ

ティ、コンプライアンス研修の受講により、

職員の基礎知識の向上を図った。

専門性を高めるための講座、研修への参加

を促し、職員の専門知識の向上につなげた。 

観光関連企業・団体との交流の促進によ

り、観光関連産業の経営視座の養成に加え、

観光関連企業・団体の次世代リーダーとのネ

ットワーキングが図られた。 

中間層（中間管理職）や専門性の高い人材

の不足が課題となることから、今後は、マー

ケティング・地域連携に関する人材の育成と

確保に努めるとともに、外部専門人材による

研修等の実施に取り組んでいく。

（2）令和６年度・５年度決算状況※

単位：千円 

令和６年度 令和５年度 増減 

21,256 15,104 6,152 

※令和７年「法人の経営状況を説明する書類」から当期一般正味財産増減額を抜粋

（3）所管局・団体による振り返り

 令和６年度は、戦略的な観光ＭＩＣＥの推進及び事業者による事業創出のため、マーケティングデータの収集・分析結果を共有するとともに、ＩＰコンテンツ等を使用した回遊・

消費・宿泊促進策のほか、国内外の観光誘客の拡充のためのＯＴＡを活用したプロモーションや商品造成を実施した。また、経営的な側面としては、国費を活用した事業の実施

等、財源確保を図ることに加え、職員の専門知識習得に向けた研修によりＤＭＯに求められる人材育成を進めた。 

観光消費額の令和６年度目標は達成しているため、引き続き、最終目標の達成に向けて、組織の強化や事業の改善に取り組む。 
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３ 株式会社横浜国際平和会議場（協約期間：令和４年度～６年度） 

（1）協約の取組状況等

ア 公益的使命の達成に向けた取組

ＭＩＣＥ開催による市内経済活性化への貢献 

公益的使命の達成に向けた協約期間

の主要目標 

令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

全施設の平均稼働率 

令和６年度 62％ 
58％ 59％ 未達成 

施設利用の問合せの確実な取り込みによ

り、コロナ禍以降初めて催事開催件数 1,000

件を突破したほか、顧客のニーズをくみ取っ

た提案や代替案の提案により、開業以来初の

総売上高 100 億円を突破した。 

国際会議、医学会誘致に向けた横浜市との

戦略会議の実施により、国内ＭＩＣＥ施設に

おける国際会議の「開催件数」及び「参加者

総数」Ｎｏ.１の継続と日本医学会分科会開催

件数の増加につながった。 

グローバル・プロモーションの推進により、

国際会議の誘致に成功した。 

ＭＩＣＥ施設におけるエネルギー使用に伴

う CO2 排出量実質ゼロ化を実現したことで、

サステナビリティに強みを持つＭＩＣＥ施設

として、他ＭＩＣＥ施設との差別化を図り、

国際競争力を強化した。

会議センターとノースの顧客ターゲットの

重複により自社競合が発生していることか

ら、リードタイムの短い企業系催事へのセー

ルスを強化するため、みなとみらい地区の企

業を中心に新規顧客の開拓に取り組むこと

で、両施設の更なる稼働率向上を目指す。

施設予約における公益性の高い政府系国際

会議などと、施設稼働向上や売上確保とのバ

ランスを考慮するために、ＡＩを活用したマ

ーケティング・ターゲット分析に基づく戦略

的なセールスとスペースコントロールを実施

する。
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イ 財務に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

① 協約最終年度（令和６年度）に 

売上高 96.5 億円を達成 
104.4 億円 103 億円 達成 

国際会議、医学会誘致に向けた横浜市と

の戦略会議の実施により、日本医学分科会

の開催件数を増加させることができた。 

催事主催者に対する利用会場追加や時間

延長等の地道な営業活動の結果、会場使用

料や設備・備品・サービス等の売上拡大につ

ながった。 

令和９年度の売止めを伴う国立大ホール大

規模改修工事期間中にも売上確保するため

に、ＡＩの積極的な推進により、顧客ニーズ

の把握や付帯サービスの提案強化のほか、売

上予測の精緻化に取り組み、ＭＩＣＥ事業の

売上拡大に努める。 

② 協約期間を通じて黒字決算を 

確保 

黒字決算 

達成 

黒字決算 

達成 
達成 

入札や見積合わせ等での工事価格抑制に

よる修繕費の圧縮や、省エネ活動の継続によ

る水光熱費の節減、業務経費の抑制に取り組

んだことで、３期連続の黒字決算を達成した。 

施設運営委託費・修繕費・地代等のコスト

は、物価や人件費高騰の影響を受けて上昇傾

向にある。また、国内外の施設間競争が激化

する中で、国際競争力を更に強化するため、

国立大ホールの大規模改修工事をはじめ、ネ

ットワーク設備の更新やホテル棟の設備改修

などを含む第１期大規模改修工事を実施する

ための資金確保が必要となる。今後は、ＤＸ

による業務効率化・生産性向上の推進に加え、

更新・改修工事のコストコントロールにより、

資金を確保し、経営基盤を強化する。 

 
ウ 人事・組織に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和５年度 

実績数値等 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

人材育成ビジョンを策定し、 

ＭＩＣＥ業界をけん引する人材を 

育成 

令和６年度 評価制度運用開始 

人材ビジョン

策定 

新評価制度の

運用開始 
達成 

外部コンサルタントと定期的な打ち合わ

せを行い、最新の知識やノウハウ、客観的な

評価や分析を踏まえた制度を設計するとと

もに、新・人事制度に関する説明会や研修の

実施により社内の理解促進を図った。 

（公社）2027 年国際園芸博覧会協会への

人材の派遣により、世界最大のＭＩＣＥの１

つである国際博覧会開催への貢献と派遣人

材の能力向上につなげた。 

新規事業社員提案制度を実施し、提案内容

の事業化を通して社員のプロデュース力を

強化した。 

新・人事制度の浸透と、社員のエンゲージ

メント（会社への貢献意欲）向上に資する労

務制度の見直し、執務環境の改善が必要であ

る。今後は、新・人事制度の浸透に向けて評

価者・被評価者研修の実施や 360 度フィード

バック等を導入するほか、労務制度の見直し

に向けて現状分析・改定内容の検討・関連規

則改正を実施する。更に、場所を問わず働け

る環境を目指し、執務スペースの拡張や固定

電話の削減等、執務環境の改善を実施する。 
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（2）協約等（案）の概要 

協約期間 協約期間設定の考え方 市財政貢献に向けた考え 

令和７年度～９年度 
団体の中期経営計画と 

同期間 

・より経済波及効果の高い国際会議や医学会系会議の開催件数を維持しながら、みなとみらい地区の企業系催事等の新

規開拓、閑散期における長期イベント誘致等に取り組むことで売上の拡大を目指す。 

・開催件数・来場者数を増大させ、地域経済の更なる発展・賑わい創出・国際化へ貢献する。 

・今後大きな財政支援を受ける予定であることも踏まえ、更なる売上げ拡大と経費縮減に努める。 

 
ア 公益的使命の達成に向けた取組 

持続可能なＭＩＣＥ開催による更なる市内経済活性化への貢献 

公益的使命の達成に向けた現在の課題等（要旨） 
国内外におけるＭＩＣＥ施設間競争を勝ち抜くための競争力の更なる強化 

開業から 30 年以上が経過した施設の建物及び設備の劣化・陳腐化した施設の改修 

公益的使命の達成に向けた協約期間の主要目標 

① 

サステナビリティに関する国際認証の取得・維持 

 令和７年度 イベント運営の持続可能性に関する国際認証の取得、外部発信 

 令和８年度 国際認証基準のＰＤＣＡによる改善（外部監査の評価を活用した取組推進） 

令和９年度 国際認証基準のＰＤＣＡによる改善（外部監査の評価を活用した取組推進） 

② 

安全・安心かつ魅力ある施設に向けた、国立大ホール大規模改修の着実な実施 

 令和７年度 工事費・工事内容の精査 

 令和８年度 工事に向けた準備 

令和９年度 売止めによる着工 

③ 

催事開催件数の増加策実施等による施設来場者数の増加 

 令和７年度 360 万人 ※ＴＩＣＡＤ９会場確保により長期集客イベントができないため令和６年度比－21 万人 

 令和８年度 400 万人  

 令和９年度 330 万人 ※国立大ホール大規模改修で約 10 ヵ月間売止めにより令和８年度比－70 万人 

④ 
令和７年～９年発表の国内ＭＩＣＥ施設における国際会議の「開催件数」及び「参加者総数」Ｎｏ.１の継続 

（JNTO 国際会議統計 ＭＩＣＥ施設別ランキング） 
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イ 財務に関する取組 

財務上の課題（要旨） 
コロナ禍の売上激減による資金繰り悪化の影響が残る中、令和 12 年までに約 100 億円超を要する第１期大規模改修工

事に向けた改修資金の確保 

課題解決に向けた協約期間の主要目標 

① 
各年度の売上目標の達成 

 令和７年度 106.4 億円 令和８年度 107.2 億円 令和９年度 101.3 億円 

② 
各年度の経常利益目標の達成 

 令和７年度 8.2 億円 令和８年度 6.4 億円 令和９年度 3.7 億円 

③ 
民間金融機関からの借入金における年度末残高目標の達成 

令和７年度 76.0 億円 令和８年度 58.2 億円 令和９年度 46.6 億円 

 

ウ 人事・組織に関する取組 

人事・組織に関する課題（要旨） 国内外の競合他施設との競争力強化のため、+αの価値を生み出し、ＭＩＣＥ業界をけん引する人材の育成 

課題解決に向けた協約期間の主要目標 

・新たな人事制度の運用により、人材ビジョンに掲げる「+αの価値を生み出す人材」を育成 

・国内外ＭＩＣＥ施設との人事交流等により、新たな知見の獲得とプロデュース力を持った人材の育成 

・執務環境改善による業務効率化・コミュニケーション活性化を進め、社員のモチベーション及び組織力の向上 

 
令和７年度 新たな人事制度（等級・評価制度）の本格運用開始・労務制度の運用見直し 

       国内外ＭＩＣＥ他施設との人事交流の実施 

令和８年度 新たな人事制度（報酬制度）・労務制度の運用開始 

令和９年度 執務環境改善策の実施 
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（3）委員会からの答申 

総合評価分類※1  団体経営は順調に推移 

委員会からの意見 

「公益的使命の達成に向けた取組」が「未達成」となっている。 

コロナ禍による売上減少という厳しい状況を乗り越え、令和５年度及び６年度には総売上高が 100 億円

を超えるなど、数少ない民設民営のＭＩＣＥ施設として、着実に経営の回復に努めてきた点は評価できる。また、

国内外で競争が激しいＭＩＣＥ市場において、国内ＭＩＣＥ施設における国際会議の開催件数で継続して

トップを維持していることも高く評価できる。 

新たなＡＩの活用やデータ分析による戦略的なセールスの実施などにより、施設のポテンシャルを最大

限発揮していただき、これまで以上に横浜市のＭＩＣＥ戦略に貢献していただきたい。ただし、多額の借入

金の返済負担など、財政面では引き続き留意が必要である。 

今後は、所管局と団体がこれまで以上に密接に連携しながら、施設利用者に対する新たな付加価値の創出

を通じて、国内外の市場競争に打ち勝つための更なる成長と経営努力に継続して取り組んでほしい。 

団体経営の方向性（団体分類）※2 引き続き経営の向上に取り組む団体 

※1 総合評価分類 

引き続き取組を推進／団体経営は順調に推移・事業進捗・環境変化等に留意・取組の強化や課題への対応が必要・団体経営の方向性の見直しが必要 

※2 団体経営の方向性（団体分類） 

引き続き経営の向上に取り組む団体・事業の整理・重点化等に取り組む団体・民間主体への移行に向けた取組を進める団体・統合・廃止の検討を行う団体 

 
（4）令和６年度・５年度決算状況※ 

単位：千円 

令和６年度 令和５年度 増減 

991,732 988,917 2,815 

※令和７年「法人の経営状況を説明する書類」から当期純利益を抜粋 

 

（5）所管局・団体による振り返り 

コロナ禍での赤字決算から、この３か年の協約期間中は、３年連続黒字、総売上高２年連続で 100 億円を超える等、経営回復に努めてきた点を経営向上委員会
から御評価いただいた。引き続きパシフィコ横浜「中期経営計画」における「価値創造への挑戦」、「地域との共創強化」、「人的資本経営・ＤＸによる企業価値向
上」の３つの戦略を柱とし、ＭＩＣＥ事業の売上増を図るとともに、ＤＸの積極的な推進による業務の効率化と最適なコストコントロールにより、経営基盤の強
化を図っていく。 

一方で、現在進めている第１期大規模改修の完了に向けては、コロナ禍による資金繰り悪化の影響や近年の物価高騰、多額の借入金の返済負担など、財政面で
課題がある。 

このため、ＭＩＣＥ開催による地域経済活性化・賑わい創出への貢献や、財政面での課題を踏まえ、第１期大規模改修の完了に向けた支援について検討する必
要がある。 
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４ 公益財団法人横浜市スポーツ協会（協約期間：令和６年度～８年度） 

（1）協約の取組状況等 

ア 公益的使命の達成に向けた取組 

公益的使命の達成に向けた協約期間

の主要目標 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

① 教室やイベント、個人利用等の

参加者数 

令和６年度 121 万人 

145 万人 順調 

各施設において、教室内容の見直しや広報の強化と

あわせて、お試し参加やトレーニング室説明会などの

新規利用者獲得を目的とした取組を実施した。また、

各イベント事業については、既存事業の拡充のほか、

新規事業にも取り組んだ。その結果、参加者のニーズ

に合わせ、あらゆるスポーツの機会を提供し、スポー

ツ活動に親しむ参加者を増やすことができた。 

参加者は増加しているものの、各施設における教室

事業については、定員に余裕がある教室も多く、さら

なる参加者獲得に向けて取り組んでいく必要がある

ことから、アンケート調査などで利用者ニーズをとら

え、既存プログラム・サービスの見直しや新規事業を

実施するほか、ＰＲ方法も再考する。 

② インクルーシブスポーツに取り

組む加盟団体数 

令和６年度 ８団体 

10 団体 順調 

既存の取組団体への活動支援（助成金交付・助言等）

のほか、インクルーシブスポーツの取組に関心・意欲

のある加盟団体へは、事業実施に向けた助言等の支援

を積極的に実施した。それにより、インクルーシブス

ポーツの理解、必要性を加盟団体へ訴求し、新たに５

団体が実施した。 

既存の取組の継続・拡充を図るとともに、加盟団体

におけるインクルーシブスポーツへの関心・理解を深

めていく必要があることから、取組実施団体のサポー

トを継続するとともに、加盟団体が集まる会議等にお

いて、インクルーシブスポーツの理解を深めるための

働きかけを引き続き実施していく。 

③ 親子・子育て世代が参加できる

教室やイベントの参加者数 

令和６年度 27,700 人 

37,434 人 順調 

新規利用者獲得を目的とした取組のほか、親子・子

育て世代が比較的参加しやすい夏休みなどの長期休

暇に体験会・イベントを開催し、定期的な運動の機会

につなげる取組を実施したことで、親子・子育て世代

がスポーツに親しむ機会を多く提供することができ、

前年度から着実に参加者を増加させることができた。 

親子・子育て世代が参加しやすく、運動習慣を維持

できるような工夫が求められるため、アンケート調査

などで利用者ニーズをとらえ、プログラム内容や時間

帯、開催形式や付帯サービス（託児等）の設定を工夫

したプログラム・サービスの提供を行う。 

 

イ 財務に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

自己資本比率の向上 

令和６年度 63.1％ 
62.0％ 遅れ 

施設などにおいては収益の拡大、管理部門において

は経理事務の一元化、一括発注等を進め、費用の削減

に努めたことで、利益を確保した。 

物価や光熱水費などの急激な高騰への対応が必要

となるため、社会情勢を見極めながら、引き続き収益

の確保と費用の削減に努めていく。 
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ウ 人事・組織に関する取組 

協約期間の主要目標 
令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

スポーツ・健康増進等に関する資格

の新規取得者 延べ 40 人以上 

令和６年度 14 人 

21 人 順調 

取得計画に基づき、職員の意向や適性などを考慮

し、取得を働きかけたことで、新規取得者を増やすこ

とができた。 

新たな事業展開に向けて、職員の運動・健康指導ス

キル強化のため、指導につながる専門資格保有者を拡

大していく必要があることから、プロジェクトにより

当協会の指導スキル水準の策定とその習得に係る制

度(案)を策定し、人材育成を進める。 

 
（2）令和６年度・５年度決算状況※ 

単位：千円 

令和６年度 令和５年度 増減 

175,780 290,106 △114,326 

※令和７年「法人の経営状況を説明する書類」から当期一般正味財産増減額を抜粋 

 

（3）所管局・団体による振り返り 

 令和６年度は、教室等の実施内容見直し、新規利用者の獲得に向けた取組、子育て世代への積極的な働きかけ等により、着実に成果を挙げることができた。現在も定員に余裕が

ある一部教室については、参加促進に向けた取組を一層進める。 

自己資本比率については、収益の拡大と費用の削減に取り組むことで前年度（61.5%）を上回ったものの、管理施設の安全・快適な利用を目的に修繕等を行ったことで経常費用

が増加し、目標達成には至らなかった。物価高騰などの環境変化に対しては、財務基盤の安定化に引き続き取り組んでいく。 

今後も利用者ニーズを的確に捉えたプログラム改善や広報の強化、運動指導を行う人材の育成等に取り組み、本市のスポーツ環境の充実に努める。 
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５ 公益財団法人横浜市芸術文化振興財団（協約期間：令和６年度～７年度） 

（1）協約の取組状況等 

ア 公益的使命の達成に向けた取組 

① 文化施設における文化芸術体験機会の創出 

公益的使命の達成に向けた協約期間

の主要目標 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

財団運営６施設の来場者数 

令和６年度 1,358 千人 

 

対象施設：横浜美術館、横浜みなとみ

らいホール、横浜にぎわい座、横浜赤

レンガ倉庫１号館、大佛次郎記念館、

横浜市民ギャラリー（休館中の横浜

能楽堂、令和７年度から新たに指定

管理期間が始まる施設：市民ギャラ

リーあざみ野、磯子区民文化センタ

ーを除く） 

1,680 千人 順調 

横浜美術館の無料エリア「じゆうエリア」を拡充し、

誰もが思い思いにくつろぐことができる空間づくり

に取り組んだ。また、各施設の専門性を活かし、子ど

も・子育て世代や障がいの有無にかかわらず、多様な

市民が参加できる文化芸術事業を実施したほか、他団

体や企業との連携により、協働事業等を展開し、新た

な来場者層との接点を広げた。加えて、ＳＮＳ等のデ

ジタルメディアを活用し、広報の強化を行った。 

その結果、横浜美術館以外の対象５施設合計は、令

和５年度と比較し 232 千人増（20％増）となった。 

高齢化や余暇活動の多様化により、既存の来場者層

の活動離れが進む中、継続的な来場を促す取組が必要

であることから、年齢や障がいの有無に関わらず、誰

もが参加しやすい新たな文化芸術事業を企画し、来場

者層の多様化をより一層促進する。 

各施設の特徴ある取組について、さらなる認知度向

上が必要であることから、教育機関や企業等と連携

し、団体での来場促進や定期的な利用の機会を創出す

るとともに、広報媒体の工夫等により、施設の取組の

認知度向上を図る。 

 

② 文化施設以外での文化芸術の提供 

公益的使命の達成に向けた協約期間

の主要目標 

令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

財団運営７施設及び財団事務局 

【地域へのアウトリーチ実施場所】 

令和６年度 85 箇所以上 

 

対象施設：横浜美術館、横浜みなとみ

らいホール、横浜能楽堂、横浜にぎわ

い座、横浜赤レンガ倉庫１号館、大佛

次郎記念館、横浜市民ギャラリー（令

和７年度から新たに指定管理期間が

始まる施設：市民ギャラリーあざみ

野、磯子区民文化センターを除く） 

97 箇所 順調 

各施設の専門性や地域性を活かした文化芸術事業

の実施や、継続的に行っている教育機関や福祉施設等

でのアウトリーチ事業のほか、Live！横浜など大型フ

ェスティバル事業への参画などの新規取組を行った

ことで、対象施設の前年度比 18％増となった。 

小中高、特別支援学校などの教育機関や福祉施設等

における美術、音楽、ダンス、能楽などの多彩な体験

型ワークショップや、地域文化施設や公共空間等にお

ける体験、鑑賞できる文化芸術事業の実施により、教

育機関や地域とのつながりを深め、文化芸術に触れる

機会を促進できた。 

多くの市民に文化芸術に触れる機会を創出するた

め、実施先のさらなる拡充が求められることから、こ

れまで訪問実績のない場所での実施可能性の検討、ア

ートスペース等新たな連携先の調査を行う。 

安定的な事業継続を目的とした、文化芸術事業を担

う職員を育成するため、財団内での研修機会や各施設

における文化芸術事業を通じて、実践的な育成を行

う。 
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イ 財務に関する取組

協約期間の主要目標 
令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

財団運営施設の自己収入額 

令和６年度 ７億 1400 万円 

対象施設：横浜美術館、横浜みなとみ

らいホール、横浜にぎわい座、横浜赤

レンガ倉庫 1 号館、大佛次郎記念館、

横浜市民ギャラリー（休館中の横浜

能楽堂、令和７年度から新たなに指

定管理期間が始まる施設：市民ギャ

ラリーあざみ野、磯子区民文化セン

ターを除く）

７億 7438 万

円 
順調 

外部資金獲得のためユニークベニューの取組を強
化し、文化的貢献と収益性の両面を兼ね備えた事業を
５件実施した。また、入場料収入及び利用料収入を増
加し自主財源を確保するため、夏休み期間中に民間企
業と連携した規模の大きな展覧会やフェスティバル
を実施した。さらに、横浜美術館や横浜能楽堂
（OTABISHO）等においてオリジナルグッズ等を開発し
販売促進に努めたほか、自己資金確保のため遺贈寄附
受け入れ体制を検討し、財団内規の整備に着手した。 

その結果、自己収入額を 6000 万円増加させたこと

で自己資金（正味財産）が増加し、安定した運営に貢

献した。 

物価高や人件費高騰による費用増大に対応するた
めの財源確保が必要となる。集客減少につながらない
よう留意しながら、主催事業の入場料等について料金
改定を検討する。 

公益法人は収入に補助金や助成金の占める割合が
大きく、単年度での収支均衡達成が難しいことから、
令和７年度に導入される公益充実資金制度で自己資
金を積み立てることで、中長期的に安定した組織運営
を実現するとともに、自己資金確保のため遺贈寄附受
け入れの仕組みを導入する。 

ウ 人事・組織に関する取組

協約期間の主要目標 
令和６年度 

実績数値等 

当該年度の

進捗状況 

目標達成に向けて取り組んだ内容 

及び取組による成果（要旨） 
今後の課題及び課題への対応（要旨） 

① 若手職員の定期採用と育成
若手職員 

11 名を採用 
順調 

昨年度のスケジュールを前倒し、内定時期を 1か月

程度早めたことで、20～30 代の若手職員を採用し、

必要な人員数を確保した。 

年齢構成バランスの偏りの改善が求められること

から、定期採用試験の実施により、必要採用数を確保

する。 

② マネジメント能力及び専門性を

強化するための研修実施

令和６年度

階層別（職員と管理職、全５階層）

に集合型研修とｅラーニングを

実施、受講率:90％以上

階層別に集

合型研修と

e-ラーニン

グを実施

し、令和６

年度研修受

講率は 96％

順調 

オンライン及び集合形式による階層別研修や事業

の専門性強化のため、美術系と舞台芸術系の専門人材

研修を実施した。シフト勤務職員が参加しやすいオン

ライン研修の実施により、職員の知識取得機会を確保

できたほか、財団事業理解や合理的配慮、公益法人制

度等をテーマとした集合研修が、総合芸術文化財団と

しての専門性の強化につながった。

次世代職員へのスキルやノウハウを継承するため、

専門性と組織力を高めるための研修を実施する。 

③ 「人材マネジメントポリシー後

期育成プラン」の検証

「人材マネ

ジメントポ

リシー後期

育成プラ

ン」の検証

を実施

順調 

「人材マネジメントポリシー後期育成プラン」検証

のため、研修の理解度・有用度を計るためのアンケー

トを実施することで、来年度以降の人材育成計画立案

についての検討材料を獲得した。

組織マネジメント力の向上に向けて、安定的で効率

的な組織運営及び職員の成長につながる、人事就労給

与システムを導入する。 
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（2）令和６年度・５年度決算状況※ 

単位：千円 

令和６年度 令和５年度 増減 

9,779 53,731 ▲43.952 

※令和７年「法人の経営状況を説明する書類」から当期一般正味財産増減額を抜粋 

 

（3）所管局・団体による振り返り 

 令和６年度は、誰もが文化芸術に触れられる機会を提供するため、全施設でアウトリーチ事業やオンライン事業を実施した。ＳＮＳ等での広報発信も強化したことで、来場者数

やアウトリーチの実施箇所数は、前年度よりも増加し、令和６年度目標を達成した。 

今後は、さらに来場者の増加に向けて情報発信の工夫や顧客ニーズを反映した文化芸術体験機会の創出に注力する。また、ユニークベニューの活用や民間協賛金などの外部資金

の積極的な獲得、遺贈寄附など新たな財源の開拓を引き続き図り、健全な財政運営につなげる。 

多様な主体と協働して、横浜の文化芸術を総合的に振興するとともに、アートの力を生かして、横浜の魅力を高め、心豊かで活力に満ちた市民生活の実現を目指す。 
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６ 添付資料 

（1）令和７年度自己評価シート（令和６年度実績） 

（2）協約等（案） 

（3）令和７年度横浜市外郭団体等経営向上委員会答申 

 

【参考１】委員会について 

１ 経営向上委員会概要 

設置 平成 26 年 10 月 21 日 

設置根拠 横浜市外郭団体等経営向上委員会条例（平成 26 年９月 25 日施行） 

設置目的 外郭団体等のより適正な経営の確保を図るとともに、外郭団体等に関して適切な関与を行うため 

委員 

(任期２年) 

※50 音順 

太田 眞晴（太田公認会計士事務所 公認会計士） 

寺本 明輝（リエゾンアシストラボ 代表）【委員長】 

橋本 美奈子（日本濾水機工業株式会社 代表取締役社長） 

福田 敦（関東学院大学 経営学部 教授） 

三坂 慶子（NPO 法人 Sharing Caring Culture 代表理事） 

所掌事務 

１ 外郭団体等のより適正な経営を確保するための仕組み及び外郭団体等に対する市の関与の在り方に関すること 

２ 外郭団体等の経営に関する方針等及びその実施状況の評価に関すること 

３ 外郭団体等の設立、解散、合併等に関すること 

４ その他外郭団体等に関し市長が必要と認める事項 

 
２ 団体経営の方向性（団体分類）：４分類の考え方 

団体分類 分類の考え方 

統合・廃止の検討を行う団体 

①速やかに廃止すべきもの 

②廃止に向け、方針期間中に残務・財産整理等を計画的に進めるべきもの 

③統合等により、現在の公益サービスの継続を目指すべきもの 

民間主体への移行に向けた取組を進める団体 
①市の関与を見直し、方針期間中に民間主体の経営へ移行すべきもの 

②財務状況改善後等に民間主体の経営へ移行するため、方針期間中に財務状況の改善を進めるべきもの 

事業の整理・重点化等に取り組む団体 

①団体運営（公益的使命等）の実現及び財務状況の改善に向け、事業の統廃合を伴う経営改革を進めるべきもの 

②団体運営（公益的使命等）の実現強化に向け、事業の重点化を進めるべきもの 

③地方独立行政法人制度活用の検討も含め、事業の整理を進めるべきもの 

引き続き経営の向上に取り組む団体 

①引き続き、現在の団体運営及び財務状況の維持・向上を図るとともに、使命の達成に向け、効果的・効率的な経営を進めるべき

もの 

②団体運営（公益的使命等）に問題はないが、財務状況の改善に向けた取組を進めるべきもの 

③団体運営（公益的使命等）に問題はないが、経常損益の早期黒字化を図りつつ、今後の運営形態について幅広く検討すべきもの 
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